
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　 　　　　　 　 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 （単位：円）

Ⅰ. 集金請負業務受取手数料 107,486

Ⅱ. 直接経費（収支計算書上 の大科目の事業費の勘定科目に含まれている）

通信運搬費 2,560

租税公課(事業税） 3,400

5,960

Ⅲ. 管理費

役員報酬 1,857,715 × 0.193% ＝ 3,585

給料手当 690,908 × 0.193% ＝ 1,333

臨時雇賃金 3,777,300 × 0.193% ＝ 7,290

退職金 1,555,750 × 0.193% ＝ 3,002

福利厚生費 179,692 × 0.193% ＝ 346

通勤交通費 264,342 × 0.193% ＝ 510

会議費 171,785 × 0.193% ＝ 331

通訳翻訳費 184,275 × 0.193% ＝ 355

旅費交通費 273,070 × 0.193% ＝ 527

通信運搬費 89,920 × 0.193% ＝ 173

什器備品費 51,323 × 0.193% ＝ 99

消耗品費 345,145 × 0.193% ＝ 666

修繕費 107,730 × 0.193% ＝ 207

印刷製本費 25,274 × 0.193% ＝ 48

光熱水料費 628,402 × 0.193% ＝ 1,212

賃借料 507,149 × 0.193% ＝ 978

保険料 59,200 × 0.193% ＝ 114

慶弔費 10,815 × 0.193% ＝ 20

接待交際費 37,784 × 0.193% ＝ 72

諸謝金 1,623,300 × 0.193% ＝ 3,132

租税公課(印紙税） 10,500 × 0.193% ＝ 20

租税公課(住民税他） 87,600 × 100% ＝ 87,600

委託費 997,554 × 0.193% ＝ 1,925

雑費 387,881 × 0.193% ＝ 748

114,293

120,253

当期純損益 △ 12,767

前期繰越損失金 △ 55,038

次期繰越損失金 △ 67,805

管理費の按分については、収支計算書の当期収入合計（Ａ）から固定資産売却収入及び
特定預金取崩収入を控除した額に対する収益収入の割合によった。

107,486

55,687,253

国連大学協力会

金額

× 100 ＝ 0.193%

２００６年度　損益計算書
(2006年1月1日～2006年12月31日）  


